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研究成果の概要（和文）：本研究は,脳卒中患者に対する回復期リハビリテーション（以下，リハ）における適
切なリハ密度（リハ時間／日：1日のリハ時間）を費用効果の視点から検討することであった．第1フェーズとし
て，レセプトデータを用いて，高密度リハ（1日6単位以上，1単位20分）の退院後医療費や再入院率への影響を
回帰不連続デザイン，自然実験にて検討した．その結果，回復期リハ病棟における高密度リハは，低密度リハと
比較し，医療費や再入院率の減少には影響しないことが明らかとなった（長山ら.2019，Nagayama et al.
2021)．患者特性に応じたリハ密度の検討が重要であることが，今後の課題として明らかとなった．

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study was to examine the appropriate rehabilitation 
intensity (total rehabilitation time/day) in the convalescent rehabilitation ward　for stroke 
patients from the viewpoint of cost-effectiveness. 
In the first phase of the study, the effects of high-intensity rehabilitation (6 or more units per 
day, 20 minutes per unit) on medical costs and readmission rates one year after discharge were 
investigated in a regression discontinuity design and natural experiment design using receipt data. 
The results showed that higher intensity rehabilitation in convalescent rehabilitation wards did not
 affect the reduction of medical costs and readmission rates compared to lower intensity 
rehabilitation (Nagayama et al. 2019, Nagayama et al. 2021).　We could acknowledge that our 
important issue for the future study is the rehabilitation intensity according to patient 
characteristics and severity.

研究分野：作業療法学，リハビリテーション

キーワード： リハビリテーション　費用対効果分析
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究の学術的意義としては，高強度のリハが長期的な再入院や退院後の医療費に影響がないことを明らかにし
た点である．しかしながら，これまでの先行研究では退院時の日常生活活動の自立度向上に影響を与えていると
いった報告や，短期的な再入院を減少させるといった報告がある．つまり，高強度のリハによって退院時の機能
向上には有用であるが，長期的な医療費の軽減にはつながっていない可能性が示唆された．ただし，本研究で
は，介護費用について検討していない点，直接的な医療費のみの検討である点などの限界がある．さらに，患者
特性に応じて適切なリハ密度は異なるのではないかといった臨床的視点での研究課題が残されている．

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
【脳卒中リハビリテーション医療と医療費の現状】 
 脳卒中患者数は，わが国において，約 117万人いるとされており，脳卒中後の多くの患者は，
その後の日常生活活動（Activities of Daily Living:以下 ADL）に介助や歩行障害などを引き起
こし，介護が必要となる主要な疾患である 1)．脳卒中後の集中的なリハビリテーション（以下，
リハ）は，ADLの自立度の向上を促進し，自宅復帰を促すことに重要な役割を果たしている 2)．
しかしながら，その中心的役割を担っている回復期リハ病棟における総医療費は，年間約１兆
3200億円以上が費やされており（厚生労働省，2015）， 2002年と比較すると約 4.8倍に増加し
ている（医科の診療報酬全体では，約 1.3 倍の増加にとどまっている）．したがって，今後，さ
らに医療費が増加することが予想される回復期リハ病棟では，費用対効果を含めたより効率的
な運用が求められている． 
 
【長期的な効果と費用対効果検証の必要性】 
 回復期リハ病棟における効率的な運用のため，2016年度の診療報酬改定でリハ密度（リハ時
間／日：1日のリハ時間）に着目した検討が行われた．その中で，必ずしも入院時に実施される
リハ密度が高ければ ADLが向上するとは限らないと報告され，出来高払い方式であるリハ密度
（１日のリハ時間）に対して制限が提案された（厚生労働省，2015）．しかしながら，近年，入
院時に作業療法を受けていることや入院中のリハ密度が高ければ退院後の再入院率が減少する
といった報告もあり 4, 5)，退院後の生活への影響を含めて検討する必要性がある．したがって，
適切なリハ密度を検討するにあたり，入院中の ADL上昇率だけでなく，退院後の生活を含めた
長期的な効果と費用対効果を検討することは急務であるとの着想に至った．  
 
２．研究の目的 
前述の通り，現状では，脳卒中後の集中的リハについて，短期的な ADLの改善度でリハ密度
に言及しているか，もしくは，長期的な検証を行っていたとしてもサンプル数が少なく，データ
の不十分さが否めない．そこで，レセプトデータなどビッグデータであり，かつ長期に渡って紐
付けられるデータで，医療費の推移を検証することが必要である．したがって，本研究の目的は，
レセプトデータを用いて集中的なリハについて長期的な費用対効果を検証することである．  
 
３．研究の方法 
【研究デザイン】 
本研究のデザインは，自然実験デザインにて実施された．自然実験とは，政策の変更などによ
り参加者が自然に介入を受けるグループと受けないグループに分かれる状況を利用して，因果
関係を推論する方法である 6-8)．従来の無作為化実験とは異なり，自然実験は研究者がコントロ
ールするのではなく，観察して分析する．日本では，2011 年 4 月から，リハの時間が長くなる
と特別な費用が加算されるという「リハ充実加算」が制定された．この政策は，回復期リハ病棟
の入院患者が，理学療法，作業療法，言語療法を 120 分以上受けた場合に診療報酬を加算すると
いうものである．この政策は，医療従事者が回復期に入院している患者に対して，より集中的な
リハを提供するインセンティブとなる．そこで，2011 年 3 月以前に回復期リハ病棟に入院した
患者を「低強度リハ群」，2011 年 4 月以降に回復期リハ病棟に入院した患者を「高強度リハ群」
と定義した． 
 
【データ】 
我々は，日本の保険請求データベース（株式会社 JMDC , 東京）からデータを後方視的に抽出
した．JMDC データベースには，60 社以上の保険会社のデータが収録されており，2013 年の被保
険者数は約 150 万人で，そのほとんどが日本企業の従業員とその家族である．このデータベース
には，診療所での受診や病院での入院に関する行政請求データの情報が含まれている．診断名は
国際疾病分類第 10 版（ICD-10）のコードを用いて記録されている．データは匿名化加工情報の
ためインフォームド・コンセントの必要性はない．本研究は，神奈川県立保健福祉大学の倫理委
員会で承認された（No.71- 27）． 
 
【研究対象者】 
JMDC データベースにおいて，2005 年 1 月から 2017 年 12 月までに脳血管障害（ICD-10：I60-
I69 脳血管障害）の診断を受けた個人を特定した．組み入れ基準は，脳血管障害の初発患者（前
年に脳血管障害と診断されていない），回復期リハ病棟に入院した患者，急性期の入院が認めら
れる者，脳卒中の前 1 年間に入院歴がない者，回復期リハ病棟への入院期間が 1 カ月（30 日）
以上で，回復期リハ病棟退院後 1年間のフォローアップ可能な者，回復期リハ病棟退院後に自宅
に戻った者とした． 
 



【アウトカムと曝露】 
本研究の概要は図１に示す．アウトカムは，回復期リハ病棟退院後 1年間の総直接医療費と再
入院率である．曝露は，1 日あたりの平均リハ時間（1 日のリハ時間：リハ強度）とした．1 日
あたりの平均リハ時間は，入院中のリハの総時間（分）を入院期間（日）で除して算出した．医
療費は，2020 年 3 月の平均為替レート（http://www.x-rates.com/；1 円につき 0.009303 米ド
ル）を用いて米ドルに換算した． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１．本研究の概要 3) 
【統計解析】 
連続データには両側独立 t検定，順序データには Mann-Whitney U 検定，カテゴリーデータには
Chi-square 検定を用いて，ベースラインの特性を群間で比較した．主要評価項目については，
両側独立した t 検定を用いて群間比較を行った．高強度のリハと低強度のリハの再入院のハザ
ード比を推定するために，Cox 回帰分析を行った．すべての統計解析は，Stata version 15.1
（StataCorp, College Station, TX）を用いて行った．すべての解析において，p＜0.05 を統計
的に有意とした． 
 
４．研究成果 
【ベースライン特性】 
2005 年 1 月から 2017 年 12 月までに，脳血管障害（ICD-10：I60-I69 脳血管障害）の診断を受け
た 143,203 人を同定した．最終的な解析では 405 人を対象とした（図２）．表 1は，各グループ
の特徴を示している．脳卒中発症前 1年間の医療費，発症時の年齢，診断名などの点で，各グル
ープは同等であった． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
図２ 最終解析対象者 3) 
 
 
【アウトカム】 
表 2 に本研究のアウトカムとリハ強度を示した．急性期病棟では，1 日のリハ時間，総リハ時
間，入院期間，総入院費のいずれも群間で有意な差はなかった．回復期リハ病棟では，1日のリ
ハ時間（P＜0.001），総リハ時間（P＜0.001），総医療費（P＝0.011）ともに，リハ強度の高い群
が低い群よりも有意に高い値を示した．これは，2011 年 4 月以降，リハの強度が高まったこと
を示している． 

表１ ベースラインの患者特性 3) 



アウトカムについては，退院後 1年間の医療費（P＝0.602）および再入院率（ハザード比：1.15，
95％CI：0.56～2.36，P＝0.711）には有意な差はなかった．これらの結果から，高強度のリハは
退院後 1年間の医療費や再入院率に影響しないことが示唆された． 
 
 

表２ アウトカム 3) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【結論と今後の課題】 
本研究では，リハの強度と，回復期リハ病棟退院後 1年間の医療費および再入院率との関連性
について検討した．その結果，仮説に反して，高強度のリハは退院後 1年間の医療費や再入院率
を減少させなかった．集中的なリハを推進する政策決定を行う際には，単に強度を上げるだけで
なく，適切なリハ強度を設定することが重要である．したがって，今後の研究では，必要なリハ
強度が患者の特徴や重症度によってどのように異なるかを，大規模なサンプルサイズを用いて
明らかにする必要がある． 
 
 
図表： 
本報告で用いているすべての図表について，Nagayama H, et al. Journal of the American 
Medical Directors Association. Journal of the American Medical Directors Association; 
2021 より引用している． 
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